
（
３
）
消
費
収
支
差
額

当
年
度
消
費
収
支
差
額

は
、
４
億
８
７
９
０
万
円
の

消
費
支
出
超
過
額
（
前
年
度

は
２０
億
４
５
８
９
万
円
の
消

費
支
出
超
過
額
）
と
な
っ

た
。
前
年
度
繰
越
消
費
支
出

超
過
額
を
加
え
た
翌
年
度
繰

越
消
費
支
出
超
過
額
は
、
１

６
３
億
８
２
７
７
万
円
と
な

っ
て
い
る
。

貸
借
対
照
表
は
、
０９
年
３

月
３１
日
現
在
の
資
産
、
負

債
、
基
本
金
等
の
状
況
を
前

年
度
末
と
対
比
さ
せ
て
表
示

し
て
い
る
。

（
１
）
資
産
の
部

資
産
の
部
で
は
、
固
定
資

産
が
前
年
度
末
よ
り
６
億
６

７
９
３
万
円
減
の
１
１
９
２

億
６
４
１
６
万
円
。
こ
の
う

ち
、
有
形
固
定
資
産
が
建

物
、
教
育
研
究
用
機
器
備
品

等
に
お
い
て
新
規
取
得
よ
り

減
価
償
却
額
等
の
方
が
大
き

く
、
前
年
度
末
よ
り
１０
億
９

０
４
２
万
円
減
の
８
７
５
億

８
７
９
４
万
円
。
な
お
、
建

設
仮
勘
定
の
減
は
、
サ
テ
ラ

イ
ト
キ
ャ
ン
パ
ス
施
設
購
入

（
完
成
）
に
よ
る
。
そ
の
他

の
固
定
資
産
は
、
退
職
給
与

引
当
資
産
、
法
人
基
金
準
備

資
産
、
施
設
設
備
準
備
資
産

等
の
増
に
よ
り
前
年
度
末
よ

り
４
億
２
２
４
９
万
円
増
の

３
１
６
億
７
６
２
１
万
円
。

流
動
資
産
は
、
現
金
預
金

及
び
短
期
貸
付
金
の
増
で
前

年
度
末
よ
り
５
億
８
８
９
０

万
円
増
の
１
１
０
億
９
１
９

０
万
円
。

資
産
の
部
合
計
は
、
前
年

度
末
よ
り
７
９
０
３
万
円
減

の
１
３
０
３
億
５
６
０
６
万

円
と
な
っ
て
い
る
。

（
２
）
負
債
の
部

負
債
の
部
で
は
、
固
定
負

債
が
長
期
借
入
金
の
減
で
前

年
度
末
よ
り
１
億
２
７
７
６

万
円
減
の
５３
億
６
４
９
５
万

円
。流

動
負
債
は
、
未
払
金
及

び
前
受
金
の
減
で
前
年
度
末

よ
り
５
億
８
８
４
５
万
円
減

の
５９
億
３
４
６
３
万
円
。

負
債
の
部
合
計
は
、
前
年

度
末
よ
り
７
億
１
６
２
１
万

円
減
の
１
１
２
億
９
９
５
９

万
円
と
な
っ
て
い
る
。

（
３
）
基
本
金
の
部

基
本
金
の
部
で
は
、
第
１

号
基
本
金
が
前
年
度
末
よ
り

１０
億
４
１
０
７
万
円
増
の
１

３
０
９
億
３
３
２
４
万
円
。

第
３
号
基
本
金
は
、
前
年
度

末
と
増
減
が
な
く
２６
億
７
７

０
０
万
円
。
ま
た
、
第
４
号

基
本
金
は
、
前
年
度
末
よ
り

８
４
０
０
万
円
増
の
１８
億
２

９
０
０
万
円
。

基
本
金
の
部
合
計
は
、
前

年
度
末
よ
り
１１
億
２
５
０
７

万
円
増
の
１
３
５
４
億
３
９

２
４
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

（
４
）
消
費
収
支

差
額
の
部

消
費
収
支
差
額
の
部
合
計

は
、
消
費
収
支
計
算
書
末
尾

の
金
額
と
同
額
で
１
６
３
億

８
２
７
７
万
円
の
消
費
支
出

超
過
額
と
な
っ
て
い
る
。

資
産
の
部
合
計
か
ら
負
債

の
部
合
計
を
差
し
引
い
た
正

味
財
産
は
、
１
１
９
０
億
５

６
４
７
万
円
と
な
っ
て
い

る
。

＊
予
算
は
補
正
予
算
後
の
予
算
額
に
よ
る
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